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自由権規約の制限条項に対する一考察(2 ・完)
-規約人権委員会の実行からI
Consideration of Limitation Clauses
in the International Covenant on Civil
and Political Rights ( 2 ):
The Practice of the Human Rights Committee
藤本　晃嗣*
Koji FUJIMOTO*
Abstract
The International Covenant on Civil and Political Rights has limitation clauses. Among
them are limitation clauses that prescribe permissible purposes for restricting some rights,
such as national security, public order (ordre public), public safety, and so forth. These
purposes are so obscure as to be easily abused for restricting rights by the State Parties to
this Covenant. The limitation clauses do however express briefly the formal criteria for
assessing the legality of the restrictions. First, restrictions should serve permissible purposes;
secondly, restrictive measures should be necessary for those purposes.
The objective of this article is to analyze these limitation clauses in the light of the practice
of the Human Rights Committee's individual communications, and to clarify the formal and
substantive criteria for assessing the legality of the restrictions.
This is the second part of the article contained in International Public Policy Studies, Vol. 7,
No. 2 (No. 12), March 2003 and deals with article 18(3) and article 19(3).
キーワード:制限条項、制限目的、規約18条3項、規約19条3項、人権委員会
Keyword s.'limitation clauses, permissible purposes, article 18 (3), article 19 (3) ,
the Human Rights Committee
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V　規約J9条3項の制限条項
(.規約19条3項の審査基準(l)
規約19条3項は、同条2項が定める表現の自由の行使に対する制限条項であり、次のよう
に定められている。
「2 [項]の権利の行使には、特別の義務及び責任を伴う。したがって、この権利の行使につ
いては、一定の制限を課することができる。ただし、その制限は、法律によって定められ、か
つ、次の目的のために必要とされるものに限る(a)他の者の権利又は信用の尊重(b)国の安全、
公の秩序又は公衆の健康若しくは道徳の保護」 ([ ]は筆者の補足、以下同じ。)
19条3項第1文では、 「特別の義務及び責任」が言及されている。これは、本項の起草過程
において、特にマス・メディアが表現の自由を濫用して行使した場合、締約国がそれに対し
て何らかの措置を行使できることを意図するために挿入されたとされる1)。委員会の「見解」
では、この第1文はほとんど考慮されていないので、本稿の検討の中心は第2文となる。
19条に関する「一般的意見10」が採択されたのは1983年で、委員会が活動を開始して比較
的早い時期である。本章では、まず、この「一般的意見10」の検討から始めることにするo
(I) 「一般的意見JO」
委員会は、 19条3項に関して、 「一般的意見10」において、まず次のように述べるO
「[19条] 3項は、表現の自由の権利の行使には特別の義務及び責任を伴い、この理由により、
本権利に対する一定の制限が許容され、その制限は、他の人々(other persons)の利益又は共
同体全体(the community as a whole)の利益に関連する。」2)
委員会は、ここで表現の自由の行使に対して制限を課すことの出来る根拠を、 19条3項の
第1文が規定する「特別の義務及び責任」に求めた上で、かかる制限によって保護される保
護法益は、 「他の人々の利益又は共同体全体の利益」であるとした。しかし、この用語は、規
約では用いられていないもので、また特に「共同体全体の利益」とは、具体的に何を意味す
るのかについて、 「一般的意見10」では明らかにされていない3)o但し、 「一般的意見10」の文
*　本稿の注で引用する文献及び資料の略記の表記は、紙幅の節約のため、拙稿「自由権規約の制限条項に対する一考
察(1)」 F国際公共政策研究j第7巻第2号(2003年)で示したものを用いる。
1) Nowak Commen由ry, p.349.次に見るHertzbergetal. v. Finland事件の「見解」で、委員会は、メディアには「特
別の義務及び責任」があると述べている　Comra. No.61/1979, A/37/40, 1982, p. 165, para. 10. 4.
2) HRI/GEN/Rev. 5, p. 120, para. 4.
3) 「一般的意見10」の採択に際して、委員会の委員の間で、規約19条が規定していない用語を「一般的意見10」に挿
入することの賛否について議論がなされた(Human Rなh缶Committee, Nine,おenth session, Summa叩Record of the
443rdMeeting (CCPR/C,/SR. 449), 1985, paras. 26, 35 & 36)しかし、 「一般的意見10」採択に関して公表された
委員会の文書からは、委員会がこの用語にいかなる意味を与えたのかは明らかではない。
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脈から、委員会は、 19条3項(a)及び(b)が規定する制限目的に該当する保護法益が、 「共同体全
体の利益」と関連しなければならないことを示したと考えることができる。
そして委員会は、更に「制限は、本権利そのものを危険に曝す(jeopardy)方法で課して
はならない」4)と述べた後に、 19条3項による規約適合審査の基準を次のように示した。
「制限は、 『法律によって定められ』なければならず、第3項(a)及び(b)で定める目的の1つのた
めに課すことができるのみであるとし、そしてこの目的の1つのために当該締約国にとって『必
要』とされるものとして正当化されなければならない。」5)
ここで、委員会は、表現行為を制限する場合、援用できる制限目的は1つだけである点を
明示したものの、これは、 19条3項の規定をほぼ同語反復するだけである。このため、 「一般
的意見10」から、委員会自身の19条3項に対する審査基準を窺う-ことはできない。
そこで、次に本稿は、 19条3項の解釈に基づいて採択された「見解」の検討に移る。尚、
初期の個人通報審査で、 19条違反に関して扱われた事例の多くは、ウルグアイと旧ザイール
に関する事件である。これらの事件で締約国は、通報者の同条違反の主張に対して19条3項
を援用せず、又ほとんど反論しなかったために、委員会は、違反認定を下すに際し、単に19
条3項に違反すると述べるに止まり、審査基準を特に示すまでもなかった6)。また、 1982年に
採択されたHertzberg et al. v. Finland事件の「見解」7)で、制限目的を19条3項(b)の「道徳」
とする制限手段が審査されたが、委員会は、欧州人権裁判所が用いる「評価の余地」を紡沸
させる「裁量の余地(margin of discretion)」という用語を用いて、表現行為への制限に関す
る締約国の裁量を広く容認した。本「見解」は、委員会発足時の初期のものであることと、
本件以外に「裁量の余地」という用語により採択された「見解」がないことから、本稿では
この「見解」での本案審査を現在の委員会の審査基準とはみなさず、検討しない8)0
4) HRI/GEN/Rev. 5, p. 120, para. 4.
5) Ibid.
6)かかる事件は次の通り　Weismann et al. v. Uruguay (Comm. No. 8/1977, A/35/40, 1980, pp. lllff), Weinberger
v. Uruguay (Comm. No. 28/1978, A136140, 1981, pp, 114ff) , Pietraroia v. Uruguay (Comm. No. 44/1979, A/36/
40, 1981, pp. 153ff), Muteba v. Zaire (Comm. No. 124/1982, A139140, 1984, pp. 182ff), Jaona v. Ma由がCaγ
(Comm. No. 132!1982, A/40140, 1985, pp. 179ff) , Mpandanjila et al. v. Zaire (Comm. No. 138/1983, A/41/40,
1986, pp. 12110, Mpaka-Nsusu v. Zai柁(Comm. No. 157/1983, A/41140, 1986, pp. 142ff), Miha v.包〝αtorial
Guinea (Comm. No. 414/1990, A/49/40, Vol. ll, 1994, pp. 96ff).また後に検討するBallenfyne事件後に採択され
た同様の事件として、次の事件が挙げられる。 Bwalya v. Zambia (Comm. No. 314/1988, A/48/40, Part II, 1993,
pp. 52f」), Kalenga v. Zambia (Comm. No. 326/1988, A/48J40, Part II, 1993, pp. 68ff), Aduayom et al. v. Togo
(Comm. No. 422,423 & 424/1990, A/51/40, Vol. II, 1997, pp. 17ff), Laptsevich v. Belarus (Comm. No. 780/1997,
A/55/40, Vol. ll, 2000, pp. 178ff), Dergachev v. Belarus (Comm. No. 921/2000, U. N. Document, CCPR/C/74/
D/彪1/20001Rev. 1, 2002).尚、委貞会が、規約19条3項に依拠せず本案審査をした「見解」として、他にDelgado
P&ez v. Colomb由事件が挙げられる。本件は、公立の中学校で、締約国の権限のある教会が指定するカトリックの
通常カリキュラムを教授せずに開放神学の授業を行った通報者が、それ故に締約国により退職させられたことは演
約19条違反であると通報した事件である。締約国は、通報者の失職の理由として、カトリック教徒の家族がその児
童にカトリックの信条に従った宗教教育を受けさせられることを確保することを挙げた。委員会は、教師の自由に
教授する自由が規約19条の保障を受けることを認めつつも、締約国と教会との特別な関係を重視して、教会の指示
する一定の方法で宗教を教授しなければならないとして、同条違反の認定を行わなかった　Comm. No. 195/1985,
A/45140, Vol. II, 1990, pp. 43-59.
7) Comm. No. 61/1979, op. tit, pp. 161- 167.
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委員会が、 19条3項に基づく審査基準を明らかにする「見解」の採択に至るのは、本稿が
次に検討する1993年に採択されたBallantyne et al. v. Canada事件9)を得たねばならない。
(2) Ballantyne etal. v. Canada事件
本件は、締約国のケベック州政府が定めたフランス語憲章が、屋外での商業広告をフラン
ス語に限定した結果、同州で英語を話す顧客を相手に商業を営む通報者達が、英語による屋
外商業広告を禁止されたので、かかる禁止が規約19条3項に違反すると通報した事件であ
る10)ケベック州政府は、かかる規制を行った理由として、大意次の3点を挙げた。それら
は、 ①締約国では英語を話す者が多数を占める結果、その文化的、社会経済的及び政治的圧
力がフランス語を話す者に対して及び、フランス語を話す者が脆討な立場にあること、 ②広
告によって伝達される言語は、習慣及び行動を形成する影響力を持つため、その言語の使用
の永続化に供すること11)、そして③当該手段は、ケベックの人々にフランス語を保存する手
段を与え、フランス語の言語保障がなされているとの安心感を与えるためであることであ
る12)。このようなケベック州政府の主張は、保護法益であるフランス語を話す人々の言語保
障に、強度の保護価値がある点を重点的に説明したものと言えよう。
委員会は、本案審査で次のように述べた。
「問題は、かかる規制が他の者の権利の尊重のために必要であるかどうかである。他の者の権
利は、 [規約] 27条に基づくカナダ国内におけるフランス語を母国語とする少数者の権利でしか
ない。この権利は、自らの言語を話す権利であるが、フランス語以外の言語を商業広告で使用
する他の者の自由によって危険に曝されていない(is not jeopardized)cJ13)
ここでは、まず制限目的適合審査がなされており、委員会は、ケベック州政府が当該法の
規制目的を規約19条3項が定める制限目的の内のどれに該当するのかを明確にしなかったの
にもかかわらず、自らの判断で同項(a)の制限目的「他の者の権利」であると特定した。そし
て、委員会は、同州政府が援用した具体的な保護法益がほぼ制限目的「他の者の権利」に該
当するとしている。従って、委員会は、 19条3項の制限目的適合審査においても、制限目的
の定義付けを行わず、個々の具体的な事例において問題となる保護法益が、 19条3項の制限
目的のいずれかに該当するかどうかを判断していることが窺える。また委貞会は、ケベック
州政府が主張する、かかる保護法益の重要性に関して、何らの疑義も呈していないことから、
このこともある程度是認したと考えることができよう。
8) See, S. Joseph, 18. Freedom of Expression, Jos砂　Commentary, pp. 394 - 395.
9) Comm. Nos. 359 & 385/1989, A/48140, Vol. II, 1993, pp. 9ト109.
10)本件と同様の事件として、 Singerv. Canada (Comm. No. 455/1991, A/49140, Vol. II, 1994, pp. 155-164)があり、
委員会は、本件と同様に違反認定を行った。
11) Comm. Nos. 359 & 385/1989, op. tit, paras. 8. 7-8. 8.
12) Ibid., para. 8. 10.
13) Ibid.
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また、ここで、委員会が、本件の保護法益が「危険に曝されている(isjeopardized)」場合
でなければ、表現行為を制限してはならないと示唆している点は、注目に値する。つまり、
ここでは、保護法益に対する危険が存在するかどうかについての審査(以下、 「危険審査」と
いう)が行われているのである。委員会は、 "jeopardy"という用語を用いたことから、実際
に保護法益が侵害されたことまでを要請しておらず、保護法益に一定の危険が及ぶことが示
されれば、当該表現行為の制限を是認する用意があると考えることも可能であろう。一方、
当該措置をとった理由に関するケベック州政府の説明は、先に見たように、大意、フランス
語を話す人々が脆帯な立場にあり、彼等を保護しなければならないとの点に止まっていた。
これは、単に保護法益に対する危険発生の蓋然性が一般的に存在するとの説明を行ったに過
ぎず、本件で問題となった表現行為が、現実にこの保護法益を侵害する危険性を持つとの説
明ではない。従って、委員会によって保護法益が「危険に曝されている」と認められるため
には、締約国は、より詳細に当該表現行為によって保護法益に対する危険が現実に生じたと
立証しなければならないと考えられよう。しかし、本件からは、締約国が、どの程度まで保
護法益に及ぼす危険を立証しなければならないのかは明らかではない。
委員会は、更に本案審査で、次のように述べて、本件の規約19条違反を認定した。
「[規約] 19条3項(a)及び(b)に基づく制限は、如何なる場合においても、それが必要であること
が示されなければならない。委員会は、フランス語を母国語とする者達のカナダにおける脆弱
な立場を保護するために、英語による商業広告を禁止する必要性はないと信じる。かかる保護
は、商業に携わる者の、自身で言語を選択するという点での表現の自由を妨げない他の方法で
達成できる。例えば、当該法律は、 [屋外]広告はフランス語と英語を併記しなければならない
と要請できたはずである。」14)
委員会は、ここで、より制限的でない他の選びうる規制手段がある場合(本件では英語と
フランス語の併記)、当該制限措置の必要性は認められないとの実体的な審査基準を示した。
即ち、これは制限措置の必要性を判断する手段審査である。先述したように、ケベック州政
府は、保護法益の十全な保護の必要性に重点をおいて当該規制手段の正当性を委員会に対し
て主張する一方で、当該制限措置そのものの必要性についての説明を行っていなかった。
委員会がここで見せた審査基準は、 「LRA (less restrictive alternative)の基準」であると
考えられる15) LRAの基準とは、アメリカ連邦最高裁判所で発展した審査基準であって、保
護法益(立法目的)を達成するため表現の自由を制約する度合いのより少ない代替手段があ
る場合に、とられた手段を違法とするものである16)この基準は、立法目的の達成にとって
14) Ibid., para. ll. 4.
15)横田耕一「第19条表現の自由」 『解説』、 219頁。
16)松井茂記「日本国憲法第2版」 (有斐閣、 2002年)、 113貢。
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必要最小限度の規制手段を要求する基準と言い換えることもでき17)、またその特徴は、でき
る限り表現の自由の保障に重点を置くことであるとの指摘18)もある。従って、委員会がこの
ような意図からLRAの基準を用いたのであるならば、手段審査における厳格な審査手法を
示したと言うことができよう。
以上の検討から、明らかになった委員会の審査基準を整理しておこう。まず、形式的な審
査基準は、制限目的適合審査、危険審査及び手段審査から構成される。そして、前2者によ
る審査では、当該表現行為に制限を課すことの規約適合性が検討され、第3の手段審査では、
実際とられた制限手段そのものの必要性の存在が判断されていると考えられる。そして実体
的な審査基準に関しては、制限目的適合審査で、委員会は、制限目的の定義付けを行わず、
個々の事件において、締約国の主張する保護法益が各制限目的に該当するかどうかを判断す
るに止めていると考えられる。また、委員会は、危険審査では、締約国が保護法益の保護に
重大な価値を認めていたとしても、かかる保護法益に対して一定の危険が及んでいるのか、
そして手段審査においては、表現の自由を侵害しない他の方法でもかかる保護法益の保護が
達成できるかという点を検討していると考えられる。従って、本件で委員会は、保護法益の
重要性よりも、表現の自由の保護の重要性に力点を置いた審査基準を採用していると言えよ
う。制限目的の意味の唆昧さから表現の自由の行使に対する制限が締約国によって濫用され
るという杷菱は、かかる審査基準によって一掃されていると考えられるo
しかし、本件からは、保護法益が「危険に曝されている」と認められるためには、締約国
はどの程度の立証をする必要があるのかが明らかではない。本件採択後の翌年に採択された
Mukong v. Cameroon事件19)の「見解」では、制限目的適合審査20)と手段審査は行われてい
るが、危険審査は行われていないため、この間題についての示唆は得られない。本件は、締
約国の一党独裁体制の批判等をした通報者の行為が締約国の1962年布告が定める煽動罪に該
当するとして、締約国が通報者を逮捕、抑留した事件である。本件で、危険審査が行われな
かったのは、締約国が、通報者の表現行為を「残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける
取扱い」を行うことで制限したため、委員会は、規約7条違反を認定した上で21)、この点を
重視して規約19条違反の認定に至ったからと考えられる。実際、委員会は、規約19条に関す
る手段審査において、 「通報者を規約7条違反の継続的な抑留状態一一に置いて、締約国が主
17)声部何事「憲法」 (岩波書店、 1992年)、 163貫。
18)声部信喜「憲法判例を読む」 (岩波書店、 1987年)、 107貢。尚、わが国の憲法学説において、 LRAの基準は、表現の
時・所・方法の規制に関して用いられる基準で、表現内容の規制に適用される審査基準よりも、その厳格性は掛ユ
との理解がなされる場合がある。声部、前掲書(注17)、 106貢参照。
19) Comm. No. 458/1991, A/49/40, Vol. II, 1994, pp. 171-182.
20)締約国は、保護法益を国家の脆弱な統一状態であると主張したが、これに該当する規約19条3項の制限目的を特定
しなかったo委員会は、かかる保護法益は国の安全と公の秩序の両方又はその一方であると「締約国が間接的に自
身の行為を正当化しようとした」 {Ibid., para.9. 7)として、制限目的を特定した.
21) Ibid.,9.4.
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張する国家の脆弱な統一状態を守ることは必要ではない」22)と述べている23)
Ballantyne etal.事件で本稿が指摘した危険審査の問題点について、同事件の「見解」採択
後に委員会が検討した大韓民国を締約国とする3つの「見解」が注目できる。そこでは、制
限を受けた表現行為から生じたとされる、保護法益に与える「脅威の正確な性質(the precise
nature of the threat)」が特定されていないとして規約19条違反の認定が下された24)それら
は、採択順に挙げると、 Sohn v. Korea事件25)、 Park v. Korea事件26)及びKim v. Korea事
件27)である。委員会は、この内のSohn事件とPark事件の本案審査において、締約国による
制限の正当性の説明が、当該表現行為により保護法益が危険に曝される自国の一般状況の説
明に止まるとの認定28)を行っているので、 「脅威の正確な性質」が立証されていないとの判断
に至ったと考えられる29)実際両事件の「見解」からは、締約国が、制限した表現行為から
生じた現実的な危険を立証したことは窺えず30)、どの程度まで保護法益に与える脅威や危険
を立証すれば、 「脅威の正確な性質」が立証できたと委員会が認定するのかについては、不明
である。この点を委員会が明らかにしたと考えられるのが、 3番目のKim事件の「見解」で
ある.そこで本稿は、次にKim事件の検討に移る。尚、 Sohn事件とPark事件の本案審査
での委員会の制限目的適合審査は、締約国の主張する保護法益が規約19条3項の制限目的の
どれに該当するかの判断に止まり31)、 Ballantyne etal.事件の審査手法を踏襲している。
(3) Kimv.Korea事件
本件の通報者は、締約国の民主運動全国連合の政策委員会委員長であった。通報者は、 1989
年1月の同連合の大会開催式において、締約国政府及びその同盟国の批判と国家の再統合を
呼びかける文書を、約4000人の大会参加者に対して配布し読み上げたため、国家保安法
(National SecurityLaw、以下、 「NSL」という) 7条1項及び同条5項に基づき同大会閉
22) Ibid.,9.7.
23)尤も、委員会は、更に、 「困難な政治状況下において国家の統一を守り、さらに強化するという正当な目的は、多党
制民主主義、民主主義的見解及び人権の唱導を封じる努力によって達成され得ない」と述べ、そもそも手段審査を
行う必要性はないと断じている　Ibid
24)委員会は、 1996年7月に採択したAduayom etal. v. Togo事件(Comm. Nos.422, 423 & 424/1990, op. cit.)の「見
解」の本案審査においても、 19条3項が定める制限目的に対して「通報者の[表現】行為が、　脅威(threat)を
与えたことがなんら示されていない」 (Ibid, para. 7. 1)として、規約19条の違反認定を行った。本件は、通報者等
が、締約国の政治体制を評価する文書を所持していたこと等を理由に国家侮辱罪に問われ、締約国により逮捕、抑
留された事件であるが、締約国は、親約19条3項に基づいた当該制限の正当性をなんら説明しておらず、委員会も、
その本案審査で、上記記述を以て違反認定に至り、特段の審査基準を示していないので、本稿の検討からは省く(注
6、参照)0
25) Comm. No. 518/1992, A/50140, Vol. II, 1995, pp. 98-104.
26) Comm. No. 628/1995, A154140, Vol. II, 2000, pp. 85-92.
27) Comm. No. 574/1994, A/54/40, Vol. II, 2000, pp. 1-ll.
28) Comm. No.518/1992, op. cit, para. 10. 4. Comm. No.628/1995, op. at, para. 10. 3.
29)両事件の概要等については、朴洪圭・戸塚悦郎「国際人権(自由権)親約の国内的実施」 『国際協力論集j第10巻第
1号(2002年)、 49-58貫を参照。
30)締約国が主張した保護法益に与える脅威は、それぞれの事件において、次の箇所で確認できる　Comm. No.518/
1992, op. ci,ま, paras. 7, 1, 9. 1 & 9. 3. Comm. No.628/1995, op. tit, paras. 4. 1, 8. 2 & 8. 3.
31) Comm. No. 518/1992, op. cit, para. 10. 4. Comm. No. 628/1995, op. tit, para. 10. 3.
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幕後に逮捕された。同法7条1項は、 「反国家組織---を称賛、奨励若しくは支持する者、又
はその他の方法で反国家組織を利する者は処罰される」と、同条5項は、 「反国家組織のため
に文書、絵画、その他有形の物を作成し又は配布した者は処罰される」とそれぞれ境定す
る32)また同法2条は、 「反国家組織」には朝鮮民主主義人民共和国(以下、 「北朝鮮」とい
う)が該当すると定める33)ソウル刑事地方裁判所とその控訴審は、通報者が開会式で読み
上げ配布した文書の内容は北朝鮮の主張を反映させたもので、北朝鮮を利するものと認定し
て、 NSL違反の認定に至った34)そして、最高裁判所は、通報者の上告を棄却するに際し、
当該活動にNSLが適用できる場合を、国家の生存と安全が危険に瀕し、又は自由主義的かつ
民主的な基本秩序が危険に曝される場合へと限定解釈し、更に一般的な知性や常識等を備え
た者が、当該活動が反政府組織を利するであろうと認める場合へと限定する判断を示し
た35)。その上で同裁判所は、当該文書を「全体として客観的に検討すれば、北朝鮮のプロパ
ガンダに同調するものと認めることができ、また通報者は、一般人の知性と常識を備えた上
で当該文書を読み上げ北朝鮮を支持したのであるから、自身の行為が北朝鮮を利し得るもの
であると、客観的に認識していた」36)と認定し、通報者の有罪は確定した。
尚、本件で問題となった大会は、その後、火炎瓶やロケット弾が使用された暴動へと拡大
した37)通報者は、NSLの他にも集会及び集団示威行動に関する法律(the Law on Assembly
and Demonstration)等に基づき有罪とされたが、この点に関する通報は行わず、当該文書の
配布等に対してNSLが適用されたことに焦点を絞って、規約19条違反を通報した38)
締約国は、委員会に対して、当該制限の正当性を次のように主張した。まず、北朝鮮の政
策と類似する意見の公表をNSLにより制限する理由として、 「NSLは、北朝鮮の継続的な安
全保障上の脅威の下にある締約国の民主主義を保護するための必要最小限の法的手段」であ
り、 「同法は、国の安全(nationalsecurity)を保護するた釧こ、 ・・-・表現の自由を部分的に
制限する規定を定める」と39)っまり、締約国は、表現行為を制限する目的を「国の安全」
に求め、 「国の安全」の保護とは自国の民主主義の保護であると主張した。更に締約国は、ソ
ウル地方刑事裁判所による「通報者の文書により公的秩序の重大な混乱状態が引き起こされ、
国の存在が脅かされた」との事実認定を示し、通報者の大会開催式での当該文書の配布及び
読み上げが「公の秩序と安全(public order and security)」を脅かし、その後の暴動の原因
となったと主張した40)以上より、締約国は、本件でのNSL適用の正当性を次の2点に求め
32) Comm. No.574/1994,砂tit, paras. 2. 1-2. 3 & 8. 2.
33) Ibid., para. 3. 2.
34) Ibid., paras. 2. 4 & 2.6.
35) Ibid.,para.2.7.
36) Ibid.
37) Ibid.,para.4.2.
38) Ibid., paras. 2.2 & 3.1.
39) Ibid.,para.8.2.
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たと考えられる。即ち、 ①一般的に締約国の民主主義が、北朝鮮のイデオロギーと類似の通
報者の表現内容により脅かされることと、 ②通報者の当該意見の公表によって、暴動が引き
起こされたことであるo (丑の主張は、 NSLの適用の正当性であり、 (塾の主張は、暴動の発生
という事実を援用して、 NSLの本件への適用の正当性を追加的に主張するものである。
また締約国は、通報者が配布した当該文書には、締約国がアメリカ合衆国と同盟すること
l
で朝鮮半島の分断を維持させようとする軍事独裁政権であり、かかる同盟を破棄しなければ
ならない旨の主張が記載されていたとした41)その上で締約国は、かかる主張が締約国を不
安定化させる北朝鮮の主張と軌を一にするものであると述べた42)。
委員会は、本案審査で、まず次のように述べ、制限目的を「国の安全」と特定した。
「委貞会は、通報者の政治的演説及び政治的な文書の配布が、 19条3項が許容する制限、即ち
国の安全を保護するための制限を招く性質であったかについて審査しなければならない。」43)
委員会は、ここで締約国が保護法益と主張する自国の民主主義が「国の安全」に該当しな
いとは述べていない。従って、委員会は、かかる主張を認めたと考えることも出来る一方で、
「国の安全」に該当する本件での保護法益を特定しなかったとも考えられる。そして委員会
は、締約国の(Dの主張に対して次のように述べ、通報者の表現行為によって生じたとされる
「国の安全」を脅かす危険は、締約国によって立証されていないと指摘する。
「北朝鮮の政策が締約国の領域において艮く知られていることは、明白な事実であるが、その
政策に類似する意見の公表によって北朝鮮にもたらされるであろう(定義されていない)『利益』
が、いかにして国の安全に危険(risk)をもたらすか、又かかる危険の性質及び程度がいかなるも
のかが明確ではない。 [締約国の]裁判所が、どの段階においても、これらの問題に注意を払っ
たことは窺われない。」44)
委員会は、こう述べたのに続けて、締約国の②の主張に対して次のように述べ、かかる意
見の表明が暴動の原因となった点も締約国によって立証されていないと指摘する。
「[締約国の]裁判所が、どの段階においても、 ・--演説及び文書の内容が、 [締約国が言う]
公の安全(public secutiy)を脅かす追加的な影響を聴衆又は読み手に与えたのか、そしてかか
る公の安全の保護は、必要性といった規約の用語の範囲内の制限として正当化されるのかにつ
いて検討したことが窺われない。」45)
そして委貞会は、締約国が自身の①と(参の主張に関する立証を十分行っていなu点を前提
として、次のように、規約19条3項違反を認定した。
40) Ibid.,para.8.3.
41) Ibid., para. 10. 4.
42) Ibid., para. 10. 6.
43) Ibid., para. 12. 4.
44) Ibid.
45) Ibid.
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「従って、委員会は、締約国が通報者の表現の自由の行使により生じたと主張する脅威の正確
な性質を特定化していないし、集会及び集団示威行動に関する法律[等] ・-・・の違反を理由に
通報者を起訴した上に一一、国の安全のために、表現の自由の行使を理由として通報者を、ま
た起訴することに必要性がある点についての正当性を詳細に述べていないと考える。従って、
委員会は、通報者の表現の自由の権利に対する制限は規約19条3項の要請と一致しないと判断
する。」46) (下線は筆者が挿入、以下同じ。)
以上から、委員会の本件での審査を整理してみよう。まず委員会は、締約国の①の主張に
対して、 「国の安全」を脅かす「危険の性質及び程度」と、その危険が「国の安全」を危うく
する態様とが特定されていない点を強調した。つまり、委員会は、当該表現行為を制限する
ためには、 「国の安全」に対する危険の存在を単に示すだけでなく、かかる危険の性質、趣度
及び態様を示すことができなければ、制限の正当性が認められないことを示している。従っ
て、これらのことが締約国によって立証されて、はじめて、委員会が言う「脅威の正確な性
質」が立証されたことになると考えられる。委員会は、ここで、危険審査を行い、この審査
基準を満たすためには、表現の自由の行使の結果生じる「国の安全」を脅かす危険を具体的
に立証しなければならないと明示したと考えられる。
この点に関して、締約国最高裁判所が、 NSLが犯罪とされる表現行為を抽象的危険犯とし
て定めていたのを、犯罪として処罰されるためには一定の危険の発生を要請する具体的危険
犯へと限定解釈し、 NSLの適用を狭めた点は注目に値する。つまり、 NSLは、当該表現行為
が一定の形式に該当するものであれば即座に犯罪としていたのに対して、同裁判所が、かか
る行為によって一定の危険が保護法益に及ばなければ、 NSLの適用はなく、犯罪にならない
とした点であるo　また同裁判所は、かかる具体的危険の発生が認定できる場合を、一般人が
認識できる場合と限定して、 NSLの適用を更に狭めている。その上で同裁判所は、当該文書
を「全体として客観的に」判断して、かかる具体的危険の存在を認定し、また通報者自身も
自身の行動が北朝鮮を利するものと認識していたと認定した点が注目されよう。しかし、か
かる司法判断を以てしても、委員会の要請する「危険の性質、程度及び態様」が検討された
ことにならないのが、本案審査での委員会の結論である。つまり、表現行為を制限する立法
が、その適用範囲を狭められて適用されたとしても、制限を受ける表現行為から発生する「危
険の性質、程度及び態様」を具体的に検討した上で制限を課したのでなければ、当該表現行
為を制限する正当性の前提を欠くというのが、委員会の立場であろう。委員会は、ここで、
「危険の性質、程度及び態様」をどの程度まで締約国が立証すべきかまでは明示していない
が、危険の存在の認定方式を明らかにした点は、評価されるべきであろう。
次に、締約国の②の主張に対する本案審査の検討に移ることにしよう。ここで委員会は、
46) Ibid., para. 12. 5.
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当該意見の表明と「国の安全」に危険を与えた暴動との因果関係の立証がない点を重視する。
従って、たとえ、締約国が、当該表現行為から生じる危険が保護法益を侵害したと立証でき
たとしてとも、更に、かかる危険と当該表現行為との因果関係をも立証しなければならない
のである。つまり、かかる因果関係が示されない限り、当該表現行為を制限する必然性はな
いと。このように示された因果関係の問題は、危険審査の実体的な審査基準と考えられる。
更に委員会は、上記下線部で述べたように、暴動の責任を通報者に負わせるために特定の
表現行為を構成要件として起訴する必要性についても言及し、その必要性を認めていない。
委員会は、通報者の表現行為が暴動を引き起こしたとの仮定で、このように述べたと考えら
れるが、そのような仮定が成立したとしても、表現行為に対する制限は、必要最小限度のも
のに止めなければならないとの判断を示したと思われる。つまり、ここでは手段審査が行わ
れているのである。尤も、委員会は、暴動と当該表現行為との因果関係を先に示した危険審
査で認定していないのであるから、手段審査を敢えて行う必要性はなかったと考えられる。
尚、委員会は、締約国の(塾の主張に対して「危険の程度、性質及び態様」を問題としてい
ない。しかし、締約国の②の主張は実際に保護法益が侵害された点に関する主張であること
から、本案審査の中で敢えてこの点を問題とする必要性がないものと考えられる。むしろ委
員会が、締約国の②の主張に関して問題としたのは、暴動と通報者の当該表現行為との因果
関係であり、そして制限手段も必要最小限度のものでなければならないことである。
本件での、委員会の実体的な審査基準の特徴として、危険審査と手段審査とが厳格に行わ
れたことで、規約が定める制限目的の不明確さから表現の自由の保障が確保されない虞が治
癒された点が指摘できる。実際、委員会は、 「国の安全」の保護法益を明示しないまま、制限
目的適合審査を行っており、この審査を余り重要視していないと考えられる。また、審査基
準の厳格さを裏付けるものとして、委員会は、本件表現行為に対する制限の正当性の立証責
任を締約国に課す一方で、通報者には、自身の当該表現行為が、保護法益に危険を及ぼさな
なかった点についての立証責任を課していないことが挙げられる。この点は、本件に付され
た安藤委員の個別意見からも裏付けられる。即ち、同委員は、そこで、委員会が締約国のみ
に立証責任を課したことを批判し、通報者に対してもある程度の立証責任を課すべきである
と主張した47)確かに同委員の言うように、委員会は、制限を課す締約国に、当該制限が規
約に適合しているとの立証責任を厳格に問うことで本件を処理しているo劫Ilantyne etal.事
件やSohn事件とPark事件においても、委員会は、それらの本案審査で、通報者の立証責任
を一切問題としていないので、この点につき、委員会の審査は一貫したものと言える。
さて、本稿がここまで扱ってきた「見解」は、全て表現内容そのものに対する制限であっ
47) Ibid., Appendix, Individual opinion by member N. Ando (dissenting).
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たo一般に表現の自由に対する制限には、このような制限と表現内容中立的な制限との2種
類がある48)後者の制限は、例えば駅構内でのビラ配布に対する規制といったような、表現
内容には中立的に表現活動を制限することが挙げられる。そして締約国政府が、当該表現の
内容が危険だとして前者の制限を行う場合、その制約が慈意的な制約となる危険性が高いた
め、その合法性を判断する場合、厳格に行わなければならないとされる49)。この観点から、
ここまで本稿が検討してきた「見解」を見れば、表現内容から生じる保護法益に及ぼす危険
の立証を厳格に求める委員会の判断手法は、表現行為を制限する締約国に悪意的な意思がな
いことを証明させる機能を持つと評価することもせき、首肯し得るものであると考えられるo
その~方で、表現内容中立的な制限には、締約国による表現内容に対する判断が介在せず、
また表現内容も問題とされない。このような場合、委員会の判断手法は変化するのであろう
かoこの点を明らかにするために、 Kim事件以降採択された「見解」で、委員会が19条3項
の制限条項に沿って判断したGauthier v. Canada事件50'を、次に検討する。
(4) Gauthierv. Canada事件
本件の通報者は、自身で新聞を発行するジャーナリストであり、締約国の連邦議会下院の
取材を行うため、カナダ議会記者室(gallery)への登録を申請していたが、理由を示されな
いままその申請は許可されず、その代わりに一時許可証(temporary pass)のみが交付され
た51)この記者室は、私的団体であるが、議会がメディアに提供する設備へのアクセスの認
可権限を議会から引受けており、ジャーナリストはこの記者室への登録が許可されれば、常
時これら設備へのアクセスが可能となる通常の許可証(presspass)を得ることができた。通
報者は、これを得られなかったので、かかる設備への常時アクセスが保障されなかった。尚、
通報者は、一時許可証が交付されない時は、傍聴席(visitors gallery)で議会を取材すること
ができたが、そこではメモをとることが禁止されていたS2)以上の経緯から、通報者は、か
かる設備への平等なアクセスを拒否されたことから、規約19条違反を通報した53)
締約国は、傍聴席でのメモ採取の禁止の理由として、高見にある傍聴席から議員に物が投
げられることを防ぐことを具体例として挙げた。そして、当該禁止措置は、表現の自由と、
議会の効果的かつ威厳ある運営と議員の安全との確保の必要性とを均衡させるものと説明し
た54)また締約国は、記者室が当該設備へのアクセスを管理する理由として、下院議長が、
議会へのアクセスを効果的に確保するため、議会内部に設置された記者室にその管理を委ね
IiT!・一・".'I訴'. I*遠川T i|,i|'V言Ai'V'iV-'H一・I'liVi'..""!:'.'*:,!:!|.高i :''・・一・蝣・,-.丁重、了.削、i i'-:i'二
部恭男編(日本評論社、 1995年)、 100-114貢。
49)松井前掲書、 452-454貢。
50) Comm. No. 633/1995, A/54140, Vol. II, 2000, pp. 93-110.
51) Ibid.,para.2.1.
52) Ibid., paras. 5. 1 & 9.3.
53) Ibid.,para.3.
54) Ibid., paras. ll. 5-ll. 6.
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たことを挙げている55)また、締約国は、記者室が通常の許可書を付与する人的基準は、申
請者が定期発行の新聞社の者で、議会等のニュースを報道するため当該設備へのアクセスが
必要な者とされていると説明した56)。また、下院議長が、この基準を当該設備にアクセスで
きる者を決定する適切な基準と認めていることも説明した57)そして、締約国は、通報者が
この基準を満たすことを記者室に十分に立証しなかったので、通常の許可証が付与されなか
ったと説明した58)この点に関して通報者は、自身の発行する新聞が日刊紙であることを示
した上で、締約国の説明とは逆に、記者室が自身の申請を其撃に検討しなかったと反論し
た59)。
委員会は、本案審査において、具体的な審査を行う前に、まず規約25条(政治に参与する
権利)に関する「一般的意見25」 (1996年採択)の次の部分を引用した。
「25条が保護する権利の完全な享受の確保のためには、市民、候補者及び選出された代表者間
での、公的及び政治的問題に関する情報及び意見の自由な伝達が必須である。このことは、全
メディアが自由に、検閲又は制限を受けることなく公的な問題について意見を述べ、世論を伝
達できることを意味する。」60)
その上で、委員会は次のように述べた。
「これを規約19条と併せ読めば、市民は、特にメディアを通して、選挙された組織とその構成
員の活動に関する情報に広くアクセスできなければならず、かつかかる情報及び意見を広める
機会を持たなければならない。しかし、委員会は、かかるアクセスが、選挙された組織の機能
の遂行を妨害し又はその障害となるべきではないと認識し[ているので]、かかるアクセスを制
限できる権限が締約国にあることを認める。しかし、締約国が課すいかなる制限も、規約の規
定と両立するものでなければならない。」61)
委員会は、以上の論理構成によって、議会へのアクセスには一定の制限を課し得ることを
確認した。そして次に、委員会は、本案審査で問題となる通報者の権利が「議会の審議を傍
聴する際にメモをとる権利を含む、議会に公に設置されたメディア設備を享受する権利」62)
であり、かかる権利に対する制限が本件の争点であるとした63)。その上で、委員会は、 「民主
的プロセスに関する情報へのアクセスの重要性を考慮すれば、 ・・-・通報者のかかる権利への
制限は、規約19条2項への制限である」64)として、かかる権利が、規約19条2項の保障するも
55) lend.,para.7.4.
56) Ibid.,para.4.8.
57) Ibid., para. ll. 7.
58) Ibid.,para.4.9.
59) Ibid.,para.6.9.
60) Ibid, para. 13. 4.
61) Ibid., para. 13. 5.
62) Ibid.
63) Ibid.
64) Ibid.
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のであるとの解釈を打ち出した。
委員会は、以上の点を確認した上で、本件に対する具体的な審査へと移る。まず、委員会
は、 「制限は、次の点で間違いなく法律により謀されている(imposedbylaw)c即ち、議会
の優越的地位を定める法律の帰結として、議長の権威に基づき、議会の構内又はそれに関連
する設備から人を排除することができる点である」65)としたことから、当該制限が「法律によ
って定められた」ものであることを確認したと考えられる。
そして、委員会は、当該制限は表現の自由と、議会の効果的かつ威厳ある運営及び議員の
安全の確保との均衡を達成するためとの締約国の主掛こ留意した上で66)、次のように述べ
た。
「委員会は、議会の進行の保護は、公の秩序という正当な目的であると考えられ、 [記者室の]
認可システムは、この目的を達成する正当な手段足り得ることに同意する。しかしながら、認
可システムは19条の権利を制限するものであり、その運用と適用は当該目的に対して、必要か
つ均衡したものであり、窓意的でないことが示されなければならない。」67)
委員会は、ここでの制限目的適合審査において、締約国が主張する保護法益である議会の
運営手続が、 19条3項(b)の「公の秩序」に該当するとの判断を示した。締約国は、かかる保
護法益がどの制限目的に該当するかを明示しなかったが、こうした委員会の判断は、これま
での「見解」で確認された手法を踏襲している。委員会は、この点を確認した後、即座に本
件の制限措置の規約適合性を審査する手段審査に移っており、危険審査を行っていない。し
かし、この点は、先に見たように、委員会は、本案審査の冒頭で既にこの間題を検討してい
るので、改めて取り上げる必要性はないと考えられる。つまり、本案審査の冒頭で委員会は、
「一般的意見27」を引用した上で、議会へのアクセスには一定の制限を課し得るとの解釈を
自ら打ち出し、その際に「かかるアクセスが、選挙された組織の機能の遂行を妨害し、又は
その障害となるべきでない」と述べて、かかるアクセスにより、保護法益に対して危険が及
ぶことを確認しているのである。しかし、ここで委員会が、Kim事件の危険審査で示した「脅
威の程度、性質及び態様」を、本件の通報者の権利の行使に則して具体的に検討したことは
窺われず、むしろ、かかるアクセスは一般的に保菩法益に対して危険を及ぼすとの認識を以
て、当該権利の行使を制限することを認めたと考えられる。従っで、委員会は、 「脅威の正確
な性質」を十分に示しておらず、危険の認定を緩やかに行ったと考えられる。
委員会が、このように危険審査を緩やかに行い得た理由として、Kim事件で扱われたのが、
表現内容そのものに対する制限であら、擬のに対して、本件では表現内容中立的な制限が問題
~　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…
65) Ibid
66) Ibid., para. 13. 6.
67) Ibid.
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とされたことが考えられる。本件での制限は、表現の内容に対する制限ではないので、それ
を危険だとする締約国の悪意的な判断がそもそも存在しない。従って、かかる判断が存在し
ないことを証明させる機能を有する危険や脅威の存在の立証の程度は、緩和されると考えら
れる。但し、委員会は、この点についての明確な理由を本「見解」で提示していない。従っ
て、本「見解」から得られる示唆は、委員会は、当該表現の形態によって、危険審査の厳格
さを変更するということであろう。
そして委員会は、手段審査に移り、制限手段は、 「当該目的に対して、必要かつ均衡したも
のであり、悪意的でない」ことが要求されると明示した。つまり、制限目的「公の秩序」に
該当するとされた保護法益と、その達成手段及びその実際の適用とが、厳格に均衡しなけれ
ばならないと要請したのであるO　このことは、委員会が、ここで明示した手段審査の基準を
本件にあてはめ、次のように述べたことからも明らかであろう。
「適切な認可基準は、明確、公正かつ合理的なものでなければならず、その適用には透明性が
求められるべきである。本件で、締約国は、私的団体に、議会のメディア設備へのアクセスの
管理を、介入せずに許可している。この制度は、議会のメディア設備へのアクセスの排除を悪
意的にしないことを確保しない。かかる状況から、委貞会は、認可制度が効果的な議会運営と
議員の安全とを確保するために、規約19条3項の範囲内での必要かつ均衡した権利の制限であ
ると示されていないとの意見である。」68)
委員会は、ここで、締約国が表現の自由の行使に対する制限を私的団体に委ねた場合、そ
の制限手段が19条3項の要請を満たすべきことを示し、保護法益とその達成手段との厳格な
均衡性の確保までをも要請し、厳格な審査基準を提示した。
以上より、本「見解」の委員会の審査の特徴をまとめておこう。まず、制限目的適合審査
において、委員会は、従来の「見解」と同様に、制限目的の一般的な定義を示さず、締約国
の提示した保護法益がそれに該当するとの認定に止めている。また危険審査においては、表
現内容中立的な制限の場合、その立証の程度は緩和されるとの示唆が得られた。しかし、手
段審査では、厳格な審査基準を提示し、本件の制限措置は規約に違反するとの結論に至った。
(5)小　括
以上、 3つの「見解」を中心に検討してきたが、それぞれの事件では、制限を受ける表現
行為の内容が異なるため、委貞会の審査基準は必ずしも同一ではなかった。この点は、特に
Kim事件とGauthier事件での危険審査の実体基準が異なることに見出せるoしかし、委員会
は、 G㍑thier事件では、手段審査において厳格な審査を行い規約違反の認定に至っているの
で、審査基準の全体から判断すれば、厳格な審査を行ってきたとの評価は可能であろう。こ
のような厳格な審査基準を委員会がとっていることから、委員会は、規約違反推定に基づく
68) Ibid
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審査基準を示してきていると考えられ、これは、表現の自由の保障は「いかなる民主的社会
においても至高の重要性(paramount importance)を持つ」69)とする委員会の立場に沿うも
のであるということが言えよう。
2. 19条3項の審査基準(2)
ここで検討する委員会の「見解」は、 Faurisson v. France事件70)と　Ross v. Canada事
件71)の2件である。いずれもユダヤ人に対する差別的発言そのものを制限したことが問題と
なった事件である。この2件に関して、委員会は、 Ⅴの1で検討した審査基準と異なるもの
を提示していると考えられるので、ここで改めて検討することにする。
( I ) Faurisson v. France事件
本件の通報者は、大学教授であった1990年に、フランスの雑誌で、第2次世界大戦中のユ
ダヤ人虐殺の存在を否定する主張を行った。締約国国内裁判所は、かかる主張が同国のゲッ
ソ法72)の構成要件に該当するとして、通報者とその雑誌の編集者を有罪とし、この2名に対
して約37万フランの罰金刑を科した73)グッソ法は、ニュールンベルグ国際軍事裁判所の基
礎となったロンドン憲章が定義する人道に対する犯罪の歴史的存在に疑義を呈すことを処罰
の対象としており74)、同法の適用を受けた通報者の発言は次の通りである。
「・.一日私にはユダヤ人の戦域の政策(policy of extermination of Jews)、又はまやかしである
ガス室(magicgaschamber) [の存在]を信じない、然るべき理由がある。 --・私は、フラン
ス市民の100パーセントがガス室の神話が不誠実なでっち上げであると気付くようになること
を望んでいる。」75)
締約国が主張した本件制限の正当性を要約すると次の通りである。グッソ法が処罰の対象
とするのは、従来、国内法によって処罰できなかった普遍的に認知された歴史的現実を否定
する言論、即ち、ユダヤ人に対するジェノサイド等の存在に疑問を呈する「修正主義者(revi-
sionist)」の言論で、これは他の者の権利及び信用の保護だけでなく、公の秩序と道徳の保護
のために必要である76)また同法は、人種主義と圃うために必要で、同法制定時の締約国政
府の立場は、当時の法務大臣の、人種差別の言説を公にすることを許容すれば公の秩序が急
迫かつ重大に侵害されるとの発言に集約される77)そして修正主義者とは、自身の言説の正
69) See, Lapねevich v. Belarus (Comm. No. 780/1997, op. cit), para. 8. 2, Park v. Korea (Comm. No. 628/1995, op.
cit), para. 10.3.尚、委員会は、これらの「見解」において、表現の自由が民主社会において至高の重要性を持つ理
由を明らかにしていない。
70) Comm. No. 550/1993, A/52/40, Vol. II, 1999, pp. 84-104.
71) Comm. No. 736/1997, A156140, Vol. II, 2001, pp. 69-87.
72) 「出版の自由に関する法律」 (1881年法) 24条に追加された条項を指す(Comm. No. 550/1993, op. cit, para. 2. 3.)。
73) Ibid.,para.
74) Ibid,para.2.3
75) Ibid., paras. 2. 6 & 9.5.
76) Ibid., paras. 4. 1, 7.2 & 7. 10.
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当性を自身が歴史研究家であることに求める者のことで、彼等の主張は、 「巧妙な現代の反ユ
ダヤ主義の形態」をとる78)そして、通報者は、修正主義に基づく自説を公刊することによ
り、反ユダヤ主義を述べ、ナチスの被害者の記憶を曇らせたことから、国内裁判所による有
罪判決を受けた79)通報者は、第2次世界大戦中に起きたユダヤ人の職域の現実に疑義を呈
することで、読者に反ユダヤ的行動を起こすよう煽戟(incite)し、またユダヤ人が第2次世
界大戦中のユダヤ人戦減の神話を創作したとして、ユダヤ人を非難しようとしている80)過
報者に有罪判決が下されたことは、ニュールンベルグ国際軍事裁判所の判決の尊重を確保し、
それを通じてナチスの被害者である生存者やその子孫の記憶の尊重を確保するために必要で
あるだけでなく、社会的統合と公の秩序を維持する必要性から正当化されると81)
一方通報者は、グッソ法が修正主義者の学説を狙い撃ちにしたもので、歴史研究に対する
許容できない検閲であると主張する82)また通報者は、自身の言説が「巧妙な現代の反ユダ
ヤ主義の形態」をとり、公衆に反ユダヤ的行動を煽動しているとする締約国の主張が根拠不
充分である83)とした上で、自身の言説は反ユダヤ主義を体現したものでないと主張した。そ
して通報者は、修正主義者は、多くの「普遍的に認知された現実」の誤りを立証することに
成功してきたと述べ84)、第2次世界大戦中のユダヤ人の戦域政策を裏付ける法律や科学的根
拠が未だ示されていないとして、かかる残滅政策の存在に疑義があると主張した85)
以上のような主張を受けた委員会は、本案審査において、まず制限目的適合審査と危険審査
とを、次のように行った。
「『一般的意見10』は、 19条3項が許容する表現の自由に対する制限により保護される権利は、
他の人々の利益又は共同体全体(community as a whole)の利益と関連するとした。通報者が
行った言説は、その全ての状況と関連して読む(read in their full context)と、反ユダヤ感情
を高揚し又は強化する性質を持つため、制限は、ユダヤ人の共同体(the Jewish Community)
が反ユダヤ主義の雰囲気に対する恐怖(fear)から自由に生活を営めることを尊重することに供
する。従って、委員会は、通報者の表現の自由に対する制限は規約19条3項(a)に基づいて許容
されるとの結論である。」86)
そして次に委員会は、以下のように述べて、手段審査を行い、本件において19条3項違反
がないとの結論に至る。
77) Ibid., paras. 7.3 & 8.8.
78) Ibid.,para.7.2.
79) Ibid.,para.7.3.
80) Ibid., paras. 7. 5-7. 6.
81) Ibid., para. 7. 13.
82) Ibid.,para.3.1.
83) Ibid.,para.8.3.
84) Ibid.
85) Ibid.,para.8.9.
86) Ibid.,para.9.6.
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「最後に、委員会は、通報者の表現の自由に対する制限が必要であったかどうかを検討する必
要がある。委員会は、締約国のゲッソ法の導入は人種主義及び反ユダヤ主義と闘うためである
との主張に留意する。委員会は、時の法務大臣による、ホロコーストの存在の否定は反ユダヤ
主義の主要な手段であるとの発言にも留意する。制限が必要であるとの締約国の立場の有効性
を突き崩す議論が、委員会に対してなされていないので、委員会は通報者の表現の自由に対す
る制限は、規約19条3項の範囲内で、その必要性が認められることに満足する。」87)
それでは、委員会の制限目的適合審査から検討してみよう。委員会は、まず自身の判断で、
本件における保護法益を、「ユダヤ人の共同体が反ユダヤ主義の雰囲気に対する恐怖から自由
に生活を営めることを尊重する」 (以下、 「ユダヤ共同体の恐怖からの自由」という)ことと
特定した。委員会は、この保護法益の特定に至る前提として、 19条3項による制限が許容さ
れるのは、保護法益が「他の人々の利益又は共同体全体の利益」と関連するとの原則を、 「一
般的意見10」を引用した上で確認している。従って、委員会が本件で特定した保護法益が、
後者の「共同体全体の利益」と関連するものであることは明らかである。委員会は、本件で、
独自の判断で特定した保護法益は、 「一般的意見10」を前提として導出できるとの判断を示し
たのである。そして、委員会は、かかる保護法益に該当する規約19条3項の制限目的につい
ても、自身の判断で19条3項(a)そのものを挙げる。
更に委員会は、危険審査において、通報者の表現行為が保護法益に対して与える危険の性
質を、 「反ユダヤ感情の高揚又は強化」であると特定した。その際、委員会は、 「その全ての
状況と関連して読むと」と述べたことから分かるように、委員会自身が、通報者の当該言説
を検討した上で、かかる性質を特定している。ここで委員会が、どの程度の検討により、か
かる危険の特定を行ったのかは明らかではないが、委員会が本案審査を開始するに際し、欧
州諸国においてゲッソ法と同様の規定をおく立法がなされていることに留意した88)ことか
ら、修正主義者による同様の言説が欧州で広まっていた点に留意したのかもしれない89)一
方、締約国と通報者との間で対立のあった、反ユダヤ感情の生成の意思について委員会は、
本案審査で一切触れていない。また、第2次世界大戦中にユダヤ人に対するホロコーストの
存在があったかどうかについても同様である。従って、保護法益が「ユダヤ共同体の恐怖か
らの自由」である場合、当該表現行為に「反ユダヤ感情を高揚し又は強化する」性質があれ
ば、それは、かかる保護法益を危険に曝す、つまりユダヤ人の共同体に反ユダヤ主義の社会
的環境による恐怖を生じさせるため、制限を受けるとの判断を委員会は示したと考えられ
87) Ibid.,para.9.7.
Ibid., para. 9.2.
89)国連人権委貞会(Human Rights Commission)の特別報告者、 m. Gia巨-Ahanhanzoによる1994年に発表された「現
代的形態をとる、人種主義、人種差別、外国人嫌悪及び関連する不寛容に関する報告書」では、反ユダヤ主義の一
形態として、欧州諸国での修正主義者の言説が存在することが挙げられている(U. N. Document, Al491677, 1994,
para. 100)
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尚、ここで検討を要すると考えられる問題は、締約国がこのような論理構成で当該言説へ
の制限の正当性を立証したのかという点である。つまり、保護法益が「ユダヤ共同体の恐怖
からの自由」であり、通報者の表現行為は、 「反ユダヤ感情を高揚し強化する」性質を持つた
め、当該保護法益に危険を与えると。締約国が挙げたと考えられるいくつかの保護法益の内、
委員会が特定した「ユダヤ共同体の恐怖からの自由」に該当するものは、 「反ユダヤ的行動の
煽動の防止」であろうo　しかし、委員会は、本案において通報者の当該言説が「煽動」であ
るとの特定には至っていない91)もし、通報者の言説が、締約国の主張する「煽動」にあた
るのであれば、差別又は敵意等の煽動(incitement)となる人種的又は宗教的憎悪等の唱導を
法律で禁じることを求める規約20条2項の規定から、当該言説は規約の保護する表現の自由
に当たらず、本通報は不受理の判断となるべきものとなる92)
従って、委員会は、本件事案の全容から、自身の裁量で保護法益を「ユダヤ共同体の恐怖
からの保護」であると特定し直したと考えられる。これまで本稿が検討してきた事件におい
て、委員会は、締約国の主張する保護法益をそのまま認め、それに該当する制限目的の決定
のみを委員会の裁量としていたのにもかかわらず、本件においては、保護法益の特定までも
を、委員会の裁量事項としたのである。
また締約国は、保護法益に及ぶ危険が、委員会が特定した「反ユダヤ感情を高揚し強化す
る」危険であると明確に特定した訳ではなO。従って、委員会が、締約国の主張を総合して
勘案した結果、このように特定したと考えられる。委員会をかかる危険概念の特定に至らせ
た大きな要因は、当該言説は「ユダヤ人が自身の第2次世界大戦中の戦域の神話を創作して、
ユダヤ人を非難しようとしている」とする、先述した締約国の主張に求めることもできよう。
しかし、この締約国の主張は、危険の「性質及び態様」について立証したと考えられるが、
危険の「程度」について立証を行い得たのであろうか。危険の「程度」に関して、締約国が
立証したと考えられる主張は、制限目的を「公の秩序」であるとして、それが「急迫かつ重
大に侵害される」と述べた点であると考えることも可能であるが、 Kim事件で示された委員I----------T
90)バグワティ(Bhagwati)委員は、その個別意見において、 「締約国の説明によれば、ガス室での窒息によるユダヤ人
の残減を否定することの必然の結果として、ガス室の神話はユダヤ人による不誠実な作り話であるとの最も明快な
示唆を与え、反ユダヤ感情が焚き付けられるo通報者は、有罪とされた言説で実際そのように計画している」と述
べ、通報者の意思を推定した。委員会が、通報者のかかる意思を推定した上で本案審査を行ったならば、委員会の
本案は、このような記述になると考えられる　Comm. No. 550/1993, op. cit, Appendix, F. Individual opinion by
P. Bhagwati (concurring).
91)この点に関して、 「通報者の罪状は、煽動の要素を明示に含むものではなく、有罪判決の基礎となった当該言
説は、 ・-- [親的] 20条2項が定める煽動の内容に明確に該当するものでもない」と述べる個別意見もある(Comm.
No. 550/1993, op. tit, Appendix, C. Individual opinion by E. Evatt and D. Kretzmer, co-signed by E. Klein
(concu汀ing), para. 4.)。
92)かつて委貞会は、反ユダヤ的発言であると認められる表現行為を、規約20条2項の「人種的又は宗教的憎悪の唱導」
にあたるとして不受理と判断した　See,J. R. T. andthe W. G. Party v. Canada (Comm. No. 104/1981, A138140,
1983, pp.23ト236).
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会の審査基準から判断すると、この主張だけでは、十分に危険の「程度」を立証できたとは
考え難い。従って、委員会は、締約国のかかる主張を補うような形で、自身の判断を加えて、
「危険の性質、程度及び態様」が明らかな上記危険概念を特定したと考えられる。この点か
ら、本件で問題とされた制限手段が表現内容そのものに対する制限であることを考慮すると、
これまで本稿が検討してきた「見解」とは、明らかに、危険審査における締約国の立証責任
が軽減されていると考えられる。従って、 Kim事件で委員会が示した、 「危険の性質、程度及
び態様」について、締約国が立証し得たのかについては疑わしい側面がある。
委員会は、このように危険の性質の特定と保護法益の特定とを自身の裁量事項とすること
によって、本件のように表現の自由と反ユダヤ主義による恐怖を抱かずに暮す権利とが対立
する場合、委員会は後者の権利を優先して保護する解釈を打ち出したということが言えるで
あろう。従って、委員会は、かかる恐怖を発生させる危険を生む言論に対しては、 19条3項
に基づく制限を課すことが許容されるとの解釈を打ち出したと考えることができるであろう。
その一方で、委員会は、当該言論が、 19条3項による制限を受けると判断したことから、か
かる言論も19条2項の保障を受けるとの判断であると思われる。
次に、本稿は、委員会の手段審査に検討を移すことにしよう。ここで委員会は、当該制限
の規約適合性を認定した要素として、 (》刑罰を以て当該表現行為を規制するグッソ法の立法
目的が反ユダヤ主義と闘うためである点、 ②ホロコーストの存在を否定する表現の自由の行
使は反ユダヤ主義の手段であるとの締約国の認識、及び③当該制限に対する必要性を覆す立
証がなされていないとの3点を考慮して審査したことが窺える。この内、 (彰の要素は、委員
会が制限目的適合審査で認定した保護法益「ユダヤ共同体の恐怖からの自由」の保護とほぼ
同一のものと考えられる。また(塾の要素は、同じく制限日的適合審査で認定された通報者の
表現行為から生じた「反ユダヤ感情を高揚し又は強化する性質」を持つ脅威と同一であると
考えることができる。従って、 (り及び(参の要素は通報者の当該言説に対して制限を課すこと
を可能と判断した先の目的適合審査で考慮された要素と同一のものと考えられるので、手段
審査で新たに考慮されたのは、 ③の要素だけであろう。
委員会が、このような手段審査を行ったのならば、次のような問題点が指摘できる。まず、
委員会は、 ③の要素について、かかる立証をすべき主体を明記していないが、本件制限手段
の規約適合性を主張するのは締約国であるから、立証すべき主体は通報者と考えられる。こ
れまで本稿が検討してきた19条3項に関する「見解」において、委員会が、通報者に、自身
に課せられた制約に必要性がないとの立証責任を課したと見られるものは皆無である。
また、委員会は、刑罰という制限手段そのものに対しての手段審査を十分に行っていない。
本稿が先に指摘したように、 (り及び②の要素は、制限目的適合審査において考慮された要素
であった。このことは、委員会が、当該表現行為が保護法益「ユダヤ共同体の恐怖からの自
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由」を危険に曝すと制限目的適合審査で確認できれば、課された制限手段の必要性を覆す立
証がない限り、その制限手段は手段審査を満たすと判断したと考えられよう。しかし、この
ような手段審査の判断枠組では、本件でとられた刑罰よりも、より表現の自由の行使に制限
的でない手段93)や、逆により制限的で厳しい刑罰が本件においてとられたとしても、もし、
その制限手段の必要性を覆す立証がなければ、いずれの制限手段も規約適合と判断されるこ
とになる。従って、委員会は、 Ⅴの1でみたような厳格な審査に基づく判断を、ここでは十
分に示していないと考えられる。
本件に付された個別意見では、この必要性に対して言及したものがあるので、ここで若干
の検討を加えることにしようOエヴァット(E.Evatt)、クレツツマ-(D.Kretzmer)及びク
ライン(E. Klein)委員は、その共同個別意見で、 「表現の自由に対して課される制限の範囲は、
その制限が保護しようとする価値と比例していなければならない。制限は、かかる価値を保
護するための必要性を超えるものであってはならない」94)と述べた後、次のように述べる。
「通報者に課された制限は、それが保護しようとする価値(人種主義又は反ユダヤ主義の煽動
から自由である権利)と密接に関連していた。かかる価値を保護することは、より制限的でな
い手段によっては達成し得なかった虞がある。 」95)
このように、 3人の委員は刑罰を課すことでしか、保護法益の保護ができないと考えてい
た。メディナ・キロガ(C. MedinaQuiroga)委員も、この個別意見を自身の個別意見で支持
した96)またバグワティ(P. Bhagwati)委員は、自身の個別意見で次のように述べている。
「グッソ法が規定する方法によって、表現の自由に対する制限が課されず、一一ユダヤ人の残
減を否定する言説に対して刑罰が課されないならば、一一他の修正主義者は、通報者を有罪と
した言説と同様の言説を述べ続けることができ、そしてかかる言説の必然的な結果として、 [か
かる言説が]欧州において蔓延する現状を考慮すれば、 -一反ユダヤ感情を助長し強化するこ
ととなったであろう。」97)
このように、バグワティ委員は、欧州諸国における反ユダヤ主義の高揚に注目しつつ、か
かる言説に対して刑罰を課すことの正当性を主張している。
このように、手段審査について述べた個別意見を見る限りでは、本件の検討に携わった16
名の委員98)の内、本件保護法益を保護するために、それと厳格に均衡する手段は刑罰の適用
93)他に考えられる達成手段としては、行政上の措置や民事上の救済措置等がある。この点について、内野正幸「差別
的表現」 (有斐閣、 1990年)、 164貫を参照。
94) Comm. No. 550/1993, op. cit, Appendix, C. Individual opinion by E. Evatt and D. Kretzmer, co-signed by E.
Klein (concu汀ing) , para. 8.
95) Ibid.,para.10
96) Ibid, Appendix, D. Individual opinion by C. Medina Quiroga (concurring), para. 1.
97) Ibid., Appendix, F. Individual opinion by P. Bhagwati (concurring).
98)委員会は18名の委員で構成されるが、本件通報の審議には、委員会の暫定手続規則85 {A132140, 1977, p. 63)に基
づき2名の委員が参加していない。 Comm. No. 550/1993, op. ciた, P- 84.
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であると考えていた5名の委員の存在が指摘できよう。その一方、本件の「見解」における
手段審査では、このような保護法益と手段との関連性の議論は展開されなかった。従って、
委員会としては、その本案審査を見る限り卒は、刑罰を課すことは、本件保護法益の保護の
ために厳格に均衡する手段であるとの結論に至っていなかったと考えられる。換言すると、
委員会を才、刑罰を課すことが本件保護法益を保護する唯一の手段であるとの結論には至って
いなかったと考えられるo従って、本件で、委員会は、 「ユダヤ共同体の恐怖からの自由」と
いう保護法益を確保する手段の選択は締約国に委ねられ、その手段に正当性がないとする反
証がない限り、その正当性を認定するとの立場を採ったと考えることができよう。
このように、委員会の本案審査は、形式的には従来の委員会の審査基準を踏襲しているが、
その実体的な判断基準は緩やかなもので、本稿がこれまでに検討してきた「見解」のそれと
は大きく異なっているo本件を紹介した、マクゴールドリック(D.McGoldrick)等は、本件
に対する評価として、 「委員会の見解は、明白に人種主義と反ユダヤ主義に対する樹いを重要
なものとみなした手法を反映させているoまた委員会は、ホロコーストの否定の重要性が歴
史的な事象の崩壊にあるのではなく、反ユダヤ主義の『主要な手段』であるとの考察を反映
させている」99'と述べる。従って、彼等の理解に従うならば、 「反ユダヤ主義を高揚し又は強
化」する表現行為に対して、委員会は、その審査基準を厳格なものから緩やかなものへと変
更し、かかる表現行為を制限しようとしていることが分かる。
それでは、 「反ユダヤ主義を高揚し又は強化」する発言に対する審査基準を旗やかなものに
止める正当性はどこに求められるのであろうか。例えば、本件で問題となった、反ユダヤ主
義を「高揚又は強化」する差別的発言を禁止する正当性の根拠としては、かかる差別の対象
となった人々の所属する集団が、歴史的に差別と偏見とに曝されてきたことが挙げられ
る100)第2次世界大戦中のユダヤ人に対するホロコーストの歴史的事実は明白であるが、委
員会は、本案で、この歴史的事実の有無について明確な言及を行っていない。またユダヤ人
に対する迫害はこれ以外にも歴史的に存在したと考えられてきたが、こうした点にも委貞会
は言及していないoその結果、委員会が、ユダヤ共同体以外の差別的処遇を歴史的に受けて
きた集団に対する反感感情を「高揚し又は酎ヒ」する表現行為への制限に対しても同様の審
査基準を適用するのかは、本件から明らかではない。但し、委員会は、本案審査を開始する
に際して、ト般的意見10」で述べた「共同体全体の利益」と本件保護法益とが関連するとし
たことが、この間題に対する手懸りになるかもしれない。委員会は、ト般的意見10」におい
ても、本件においても、 「共同体全体の利益」が何であるかを述べていない。レルナ-は、伝
-面車高91畢k ad T. ODonnell, Hate-Speech laws: consistency with national and international hum孟
rights law, Legal Studies: theJournal of the Society of Public Teachers of Law, Vol. 18, No. 4, 1998, p. 480.
100)内野、前掲書、 161頁。
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統や習慣に根ざした社会的偏見を歴史的に受けやすい対象者の集まりを「共同体」又は「集
団(group)」と述べ、その「共同体」に属するだけで、その者は、かかる社会的偏見に由来
するあらゆる危険な結果に曝されると述べる101)委員会がこのような意味で、「共同体」とい
う言葉を用いているのならば、本件で見せた審査基準の正当性の1つになると思われる。し
かし、この点につ0ては、今後の委員会の「見解」の集積を待つしかないであろうo
以上より、委員会は、保護法益を「ユダヤ共同体の恐怖からの自由」であると認める場合、
Ⅴの1で見たような、規約違反の推定に基づく実体的な審査基準を採用しないと言えよう。
尚、本稿は、本「見解」をKim事件の「見解」との比較を中心に検討して、委員会が本件
で緩やかな審査基準を示したと評価した。しかし、本「見解」は1996年に採択されたもので、
劫Ilantyne etal.事件の「見解」が採択された後のものであるが、 Kim事件の「見解」採択の
以前のものである。従って、本「見解」は、末だ委員会の実体的な審査基準が定まっていな
い段階の「見解」であるとの評価もできよう。しかし、次に検討するRoss事件は、 Faurisson
事件と同じく反ユダヤ主義的発言に対する制限が問題となった事件であるが、この事件に対
する「見解」は、 Kim事件やGauthier事件の「見解」が採択された後の2000年に採択された
もので、委員会は、その本案審査の中で、 Faurisson事件での自身の判断を踏襲する姿勢を見
せている。従って、本件が明らかにしたFaurisson事件での実体的な審査基準は、 Vの1で
検討したそれとは異なるものと評価するのが正しい理解であると思われる。
(2) Rossv. Canada事件
通報者は、締約国ニュー・ブランスウイツタ州の公立学校で15年間、教職についていたが、
その間学外でユダヤ人に対する差別的発言を繰り返した。そこで、通報者が教鞭をとる学校
と同じ学区の学校に児童を通わせていたユダヤ人の保護者等が、 1988年に、同州の人権委員
会に対して、同州の教育委員会が通報者の反ユダヤ的発言を容認し、通報者に対して何らの
措置を採ってこなかったことは、同州の人権法5条1項の平等条項に違反するとの苦情を申
し立てた102)同委員会は、この要請に対処するため調査委員会を設置し、調査委員会は、 22
日間に渡り、当事者や証人を交えて本件苦情を審査した。調査委員会は、通報者の4種の出
版物やテレビ番組での通報者へのインタビュー等を検討した上で、そこでの通報者の言説は、
ユダヤ人を敵であると特定し、全てのキリスト教徒に蹄争に参加するよう呼びかける等の内
容であり、通報者のこれら言説の目的は、学術的な調査報告ではなく、ユダヤ人の尊厳等を
攻撃するもので、明らかにユダヤ人の信念と起源とを差別するものであると認定した103)
101)ナタンレルナ- 「ステレオタイプと集団に対する誹誘」 『部落解放研究j第59号(1987年)、 83-94貢。またアメ1)
カ合衆国では、差別的表現に相当する事柄を「集団誹誘」の概念の下に論じてきた。内野正幸教授によれば、ここ
でいう「集団」とは、 「組織された団体ないし結社」と「共通の属性を持つ人々の総称」を指す。内野正幸「差別的
表現の禁止をめぐって」 F筑波法政j第12号(1989年)、 100-106貢.
102) Cornm. No. 736/1997, op. tit, paras. 1-2. 3.
103) Ibid., paras. 4. 1-4. 2.
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また調査委員会は、証人として呼んだ同一学区の2人の生徒から、ユダヤ人の生徒が侮蔑
的な名前で呼ばれ、その机に鍵十字が掘られるなど継続的な嫌がらせ等を受けているとする
証言を得たo以上から、調査委員会は、通報者の学外での活動が当該学区に影響を及ぼした
とする直接的な証拠を見出せないものの、長年に渡ってなされた通報者の言説が、ユダヤ人
の生徒に対する差別的な行動が蔓延る当該学区内での「汚染された環境」の生成に寄与した
と予測する(anticipate)のが合理的であると判断した104)また同委員会は、かかる判断の
基礎として、 「教師は、その教室における通常の振舞いと勤務時間外のライフスタイルを通じ
て、児童に影響を与える点で、非常に広範な役割を果たしている」105)との認識を示した。
そして、調査委員会は、通報者を18ヶ月間の無給の休職処分(leave of absence)とし、そ
の後、非教職職として当該学区内の学校で雇用するとの措置を決定した。この決定の締約国
国内法上の妥当性は、その後締約国の司法手続において争われ、締約国連邦最高裁判所が、
1996年にこの措置を是認したo尚、同裁判所は、教師は責任と信頼(trust and confidence)
とを果たす地位にあるため、その活動が学外のものであっても、生徒に多大な影響力がある
との認識に基づき、通報者の当該学外活動と「汚染された教育環境」との因果関係を認定し
た106)通報者は、かかる事態を受けて、委員会に規約19条違反を通報した。尚、実際に通報
者になされた処分は、 1週間の無給の休職処分と、その後の当該学区内での非教職職への異
動であった107)o実際に、委員会の本案審査で争われた制限手段は、この制限措置である。
委員会は、まず本案審査で、通報者に対する当該措置の決定手続が締約国の法的枠組みに
沿って決定された点と、当該措置を決定する基準は唆味ではあるが、連邦最高裁判所が事件
をあらゆる観点から検討した点を考慮して、当該措置が「法律によって定められた」もので
あるとした108)そして委員会は、制限目的適合審査を開始するに際して、次のように述べた。
「委員会は、 19条に基づいて許される制限が保護する他の者の権利又は信用、他の人々又は共
同体全体[の利益]と関連する。例えば、 Faurisson事件で示されたようにA、ユダヤ人の人々の
権利が宗教的憎悪から保護されることを保つために、反ユダヤ感情を高揚し又は強化する性質
をもつ言明に対しては、制限を課すことが出来る。かかる制限は、規約20条2項で反映された
原則からも支持されよう。」109)
従って、ここで委員会は、 Faurisson事件で示した自身の審査基準を踏襲する形で本件審査
を行うことを述べ、 「反ユダヤ感情を高揚し又は艶化する性質」を持つ言説に対しては、 19条
3項(a)を制限目的として、制限が可能であるとの判断を確認した。そして、委員会は、次の
面Ibid., para. 4. 3.
105) Ibid, para. 4. 1.
106) Ibid., paras. 4. 6-4. 7.
107) Ibid., para. 8. 3.
108) Ibid., paras. ll. 3-ll. 4.
109) Ibid., para. ll. 5.
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ように述べて、制限目的適合審査を行った。
「委貞会は、調査委員会と最高裁判所が、通報者の言説は、ユダヤ人の信仰や祖先に対して差
別的で、真のキリスト教徒に、ユダヤ人の信念と教義に疑義を呈するだけでなく、ユダヤ教の
信仰や先祖を持つ者は自由、民主主義及びキT)ス.ト教徒の信念や価値を損ねるものとして軽蔑
に値すると考えるよう呼びかけるものと認定した点に留意する。認定された通報者が公にした
言説の性質と効果の観点から、委員会は、通報者に課された制限は、先入観、偏見及び不寛容
から自由に公立学校において教育を受ける権利を含む、ユダヤ教の人々の『権利又は信用』を
保護する目的のためのものであるとの結論である。」110)
ここで、委員会は、制限目的「権利又は信用」の具体的内容をFaurisson事件の本案審査
のように十分に示していないが、本件の審査が、 Faurisson事件の審査を踏襲しているのであ
れば、保護法益は、 「ユダヤ共同体の恐怖からの自由」の尊重であろう。そして委員会は、そ
の保護法益には「先入観、偏見、及び不寛容から自由に公立学校において教育を受ける権利」
が含まれると判断したと考えることができよう。実際本件では、これこそが保護法益に該当
する。つまり本件の問題の核心は、通報者が勤務する学校の同一学区内の公立学校でユダヤ
人の生徒に対する差別的行為が生じたことにあるからである。従って、 Faurisson事件と比し
て、本件では現実に生じた差別行為の防止が保護法益となっていると指摘でき、危険の存在
を認定する危険審査は、この点で満たされよう。従って、危険審査の焦点は、通報者の当該
言説と、 「汚染された教育環境」との因果関係の有無へに移ることとなる。
次に委員会は、手段審査において、休職処分とその後の非教職職への異動の手段の妥当性
を審査の対象としている。委員会は、次のように述べる。
「委員会に残された最後の問題は、通報者の表現の自由に対する制限がユダヤ教を信仰する
人々の権利又は信用の保護のために必要であるかどうかである。本件の事情において、委員会
は、表現の自由の権利の行使には特別の義務及び責仕(special duties and responsibilities)が
伴うことを想起する。かかる特別の義務及び責任は---特に若年の学生を教授する点に関連す
る。委員会の意見では、学校組織が、差別的意見の表明に正当性を与えないことを確保するた
め、教師の影響を制限することは正当である。特に本件で、委員会は、 [締約国連邦]最高裁判
所が通報者の表現の自由と『汚染された教育環境』との因果関係の存在を予測することは合理
的であると判断した事実に留意する。かかる文脈において、通報者の教職からの異動は、偏見、
先入観及び不寛容から自由である学校システムに身を置くことができるよう、ユダヤ人の児童
を保護するために必要な制限であると考えられる。」Ill)
委員会は、まず表現の自由の行使には「特別の義務及び責任を伴う」ものであると、規約
19条3項の第1文を引用し、特に学校教育における教師にはこの「特別の義務及び責任」が
110) Ibid.
Ill) Ibid., para. ll. 6.
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あるとし、教師の表現行為には一定の制約が課されることを確認する。但し、この点は、既
述した締約国の調査委員会と連邦最高裁判所が示した、教師には「責任と信頼」を果たす役
割があるとの判断に沿って述べられたに過ぎないと考えられる。
そして次に委員会は、本件の保護法益を侵害する危険である「汚染された教育環境」と通
報者の当該表現行為との因果関係の存在を、連邦最高裁判所が認定したことを以て追認した。
既述したように、かかる因果関係は、締約国の十全な調査委員会の手続及び司法手続により、
現実の保護法益に対する危険と侵害とが認定されたものと考えられる。委員会は、規約14条
(公正な裁判を受ける権利)の違反が認められない限り、それらの事実認定を尊重する立場
をとってきたこと112)を考慮すると、かかる因果関係の認定方法には問題がないであろう。
委員会は、かかる因果関係を確認した後、非教職職への異動という手段に関する手段審査
に審査を移し、その必要性を認定した。確かに、 「汚染された環境」の原因になったとされる
言説を行う通報者を教職から異動することは、かかる汚染を回復するための必要な手段とい
えよう。そして、委員会は、上記のように述べたのに続けて次のように述べ、 1週間の休職
期間の正当性も確認し、本件でとられた全ての手段が手段審査を満たすことを確認する。
「その上、委員会は、通報者は最小限の期間(a minimal period)のみの無給休暇の後、非教
職職に任命され、かかる制限は、このようにその保護機能を達成するために必要である手段[の
必要性]を一切超えるものではないことに留意する。」113)
委員会は、ここで無給休暇処分の期間が一週間であることを「最小限の期間」であると自
身の主観的判断により決定した　LRAの原則に沿って述べるならば、委員会は、ここで保護
法益の保護の達成のために最も制限的でない手段がとられたと確認したと言えよう。従って、
委員会は、本件の手段審査において、厳格な審査基準を採用したと考えることができる。
(3)小　括
Ross事件での委員会の手段審査が厳格なものであったとの前提に立てば、本件と同じ保護
法益を扱ったFaurisson事件の手段審査における委員会の綾やかな審査基準との整合性が問
題となるO　またFaurisson事件で、委員会は、通報者にも立証責任を課したが、本件ではこ
の点が窺えないOそれでは、委員会は、本件で、 Faurisson事件で示した康やかな審査基準を
厳格な審査基準へと変更したのであろうか。
Ross事件において、締約国連邦最高裁判所は、調査委員会が実際に決定した制限手段の1
つを、通報者の憲法上の権利に対する侵害を最小限なものとしないばかりか、永久に通報者
の表現行為を禁止するものとして、表現の自由を定めるカナダ人権憲章1条違反と判断し
た114)その手段とは、通報者が休職中又はその後の教育委員会での雇用期間中に、本件で間
112) See, for example, Pinkney v. Canada, Comm. No. 27/1977, A/37/40, 1982, pp. 101-113, para. 18.
113) Comm. No. 736/1997, op. a,ま, para. ll. 6.
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題とされた同様の表現行為を行った場合、即座に教育委員会は通報者との雇用を打ち切るも
のであった115)従って、委員会の本案審査で問題となった制限措置は、ある程度の厳格な審
査基準を満たしていたことが、連邦最高裁判所の判断により担保されていたと考えられる。
つまり、委員会は、本件の手段審査で、ある程度厳格な審査基準を満たした制限措置を審査
した訳であるから、結果的に厳格な審査基準を採用することができたと考えることもできる。
先述したように、委員会が本件の審査をFaurisson事件で示した自身の審査基準を踏襲す
ると示唆したことを考慮に入れて、本件とFaurisson事件での手段審査を整合的に捉えるな
らば、保護法益が「ユダヤ共同体の恐怖からの自由の尊重」である場合、委員会は、制限目
的適合審査を満たすことができれば、締約国が必要とみなす当該制限手段を尊重する立場に
あるということが言えよう。この結論は、委員会の後の「見解」での実行の積み重ねを待た
なければ立証できないが、両事件において、委員会が規約適合判断を示したことから、少な
くとも、 Ⅴの1で述べた規約違反の推定に基づく審査を、保護法益が「ユダヤ共同体の恐怖
からの自由の尊重」である場合には行わないという結論は導き出せるであろう。
Vl　規約18条3項の制限条項
規約18条3項の規定は次の通りである。
「宗教又は信念を表明する自由については、法律で定める制限であって公共の安全、公の秩序、
公衆の健康若しくは道徳又は他の者の基本的な権利及び自由を保護するために必要なもののみ
を課すことができる。」
個人通報審査において、規約18条2項が保障する宗教又は信念を表明する自由に対する制
限の規約適合性が争われ、委員会が、その間題を本案審査で検討し、審査基準を示したと考
えられる「見解」は、 Bhinderv. Canada.事件116)と、先のRoss事件である117)しかし、委
員会は、この2件の「見解」で、明確に18条3項に基づいて検討するに至っていない。
Bhinder事件は、締約国が、立法により国営鉄道会社に勤務する労働者に安全上の理由から
114) Ibid., para. 4. 8.
115) Ibid, para. 4.3.
116) Comm. No. 208/1986, A/45/40, Vol. ll, 1990, pp. 50-54.
117)本案審査で、規約18条違反が争われた事件は、この他にも次のものがある。 Delgado用ez事件(Comm. No. 195/
1985, op. at.)では、委貞会は、 「締約国は、規約18条の規定に違反することなく、教会当局が宗教の教師を選び、ど
のようにそれを教えるかを決定することを許可することができる」 {ibid,para. 5.7)と述べて、違反認定は下さず、
同条3項に基づく審査基準を示していない　See, S. Joseph & M. Castan, 17 Freedom of Thought, Conscience,
and Religion, Joseph Commenわry, p. 384, para. 17. 27. Wes,おman v. The Netherlands事件(Comm. No. 682/96,
A/55/40, Vol. II, 2000, pp. 41-50)では、その本案審査で、通報者の良心的兵役拒否者としての地位の有無が争点
となり、同条3項は直接の争点にはなっていない,Boodoo v. Trinidad and Tobago事件(Comm. No. 721/1996, AI
57/40, Vol.II, 2002, pp.76-80)では、締約国が委員会に何らの説明も行わなかったので、委員会は、同条3項に基
づくことなく違反認定を下した。従って、本稿は、これらの事件を検討しない。
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安全帽の着帽を義務付けたため、同社に技術職として勤務し、ターバン着帽を強制するシー
ク教の信者である通報者が、この措置を規約18条3項に反する制限であると通報した事件で
ある。委員会は、本案審査で、 「18条の観点からの本件を考察しても、 26条の観点から本件を
考察しても、同じ結論が導かれなければならない」118)と述べ、本件を主に規約26条(法の下の
平等)に基づく審査基準119)で検討するに止まり、規約違反の主張を全て退けた。
Ross事件では、通報者は、規約19条違反と共に規約18条違反も通報しており、委員会は、
18条違反の通報を本案審査で検討したが、次のように述べるに止まった。
「宗教上の信念を表明する自由には、法律で定める制限であって他の者の基本的な権利及び自
由を保護するために必要なものを課すことができる。本件における18条3項に基づく問題は、
それ故、 19条に基づく問題と実質的に同一である。従って、委貞会は、 18条は侵害されていな
いとの意見である。」120)
委員会は、ここで、本件での18条3項の制限目的が、 「他の者の基本的な権利及び自由」で
あることを示唆するものの、 18条3項の制限条項に基づく審査を行わなかった。
このように、委員会は、個人通報審査の本案審査において、 18条3項に関する実体的な審
査基準を明らかにせず、規約の他の条項に基づく審査基準に頼った判断を示している。
一方、委員会は、 1993年に採択した規約18条に関する「一般的意見22」121)では、 18条3項の
制限条項に関する審査基準を述べた。委員会は、そこで、まず次のことを確認する。
「制限条項が許容する範囲を解釈するに際して、締約国は、規約2条、 3条及び26条が特定す
る全ての理由に関連する平等及び非差別の権利を含めた、規約に基づいて保障される権利を保
護する必要性から考えを進めなければならないO課される制限は、法律で定められ(estab-
lished)なければならず、規約18条が保護する権利を損じるような方法で、適用されてはならな
い。」122)
そして、委員会は、次のように18条3項に関する審査基準を詳細に述べる。
「委員会は、 18条3項は厳格に解釈されるべきであるとの意見である。つまり、同項で定めら
れていない理由に基づく制限は許容されない。たとえ国の安全といった理由に基づいて規約で
保護される他の権利に対する制限が認められる場合でも、それに基づく制限は認められない。
制限は、規定された目的のためのみに適用でき、制限の根拠となる特定の必要性(need)と直
接関連し、かつ均衡(proportionate)しなければならない。制限は、差別的な目的又は差別的
な方法で適用されてはならない。」123)
118) Comm. No. 208/1986,坤. tit, para. 6. 2.
119)本件の規約26条に関する委員会の審査基準については、拙稿「『市民的及び政治的権利に関する国際観的j 26条の
平等権規定の審査基準再考」 『国際公共政策研究』第5巻第2号(2001年)、 105-109貢を参照。
120) Comm. No. 736/1997, op- cit, para. ll. 8.
121) General Comment No. 22, HRI/GEN,/I/Rev. 5, pp. 144-146.
122) Ibid,,para.8.
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委員会は、まず、 18条3項を「厳格に解釈」すると述べていることから、審査基準全体を
厳格なものにすると宣言したと考えてよいだろう。また、委員会は、上記下線部において、
18条3項による審査は、制限目的適合審査と手段審査によって構成されていることを明らか
にした。委員会は、前者の制限目的適合審査に関して、上記下線部の直前に述べるように、
18条3項に定めていない制限目的「国の安全」を宗教又は信念を表明する自由に対する制限
の目的としてはならないと述べている。これは規約の文言解釈から可能な解釈である。本稿
のⅤで検討したKim事件において、委員会は、制限目的「国の安全」の保護法益を、締約国
の民主主義であると黙示した。従って、例えば宗教又は信念を表明する自由に制限を課す締
約国が、保護法益を自国の民主主義とし、制限目的を「公共の安全」と主張した場合、委員
会はその主張を認めず、制限目的適合審査での基準を満たしていないとして、かかる制限に
対して違反認定を下す可能性がない訳ではない。また手段審査に関して、委員会は、実際に
とられた制限が、制限目的と厳格に均衡しなければならないとしていることから、手段審査
での実体的な審査基準の厳格化をはかっていると考えられる。
尚、委員会は、このように述べたのに続けて、18条3項が定める制限目的の1つ「(公衆の)
道徳」について、次のように述べている。
「委員会は、道徳の概念が多くの社会的、哲学的及び宗教的伝統から派生しているとの意見で
ある。従って、道徳の保護を目的とした宗教又は信念を表明する自由に対する制限は、単独の
伝統から排他的に由来する原則に基づいてはならなoo」124)
ここそ、委員会は、 「道徳」に該当する保護法益の一般的な定義を示さず、どのような保護
法益であれば制限目的「道徳」に該当するかの形式的な認定方法を示したと考えられる。例
えば、ある宗教を国教と定める国家において、その宗教から派生する価値観がその国家にお
ける「道徳」を構成していたとしても、委員会は、それが規約18条3項の制限目的である「(公
衆の)道徳」には該当しないと判断する可能性があると考えられる125)このように、委員会
の制限目的「(公衆の)道徳」の範囲を狭める努力は、制限目的の不明確さを少しでも治癒す
るものとして、評価しなければならないであろう0
尚、委員会は、 「一般的意見22」公表後の1994年に　Coeriel et al. v. The Netherlands事
件126)の「見解」を採択した。委員会は、 18条違反の通報を受理不能としたが、受理可能性審
査で、 18条3項の制限条項に関する判断を若干行っているので、ここで検討を加えておこう。
本件の通報者等は、締約国国民のヒンドゥー教徒であり、締約国当局に自身の姓をヒンド
123) Ibid.
124) Ibid.
125) See, Human RighかCommittee, Forty-seventh session, SummaヮRecord of the First Part (Public) of The 1226th
Meeting (CCPR/C/SR. 1226), 1993, p. 5, paras, 18-20.
126) Comm. No. 453/1991, A/50/40, Vol. II, 1999, pp. 21-31.
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ウ-教徒風のものへと変更する申請を行ったOかかる申請の理由は、通報者等がインドでヒ
ンドゥー教の聖職者となるための修行を行うためには、かかる変更が義務づけられていたか
らである。かかる申請に対して、締約国は、自国の姓に関する変更許可基準に申請された姓
が合致しないため、それを拒否した127)この結果、通報者等は、ヒンドゥー教の聖職者とな
る修行ができなくなったとして、委員会に対して規約17条違反と共に18条違反を通報し
た128)。委員会は、 18条違反の通掛こ関する受理可能性審査において、次のように述べたo
「委員会は、氏名及びその変更に関する規制は、極めて公の秩序の問題であり、従って、かか
る制限は18条3項に基づいて許容されるものである。その上、委貞会は、他の国家の宗教指導
者による宗教的儀式のために課される制限に責任を持ち得ないとの意見である。」129)
ここでの委員会の判断は、 「一般的意見22」で示された制限目的適合審査を本件措置が満た
す点と、他国の宗教指導者が要請する姓の変更に関して締約国の責任が発生しない点に基づ
いている。委員会が受理不能との結論に至った要素は、後者の方が大きいと考えられる130)が、
ここで委員会が、本件での制限目的を「公の秩序」であると明示したことは注目に値する。
つまり、本「見解」から、締約国が、通報者のかかる申請を拒否した制限目的やその保護法
益を特定して、委員会に説明したことは窺えない。従って、制限日的適合審査において、委
員会が独自に制限条項の制限目的を特定したのは、形式的には、これまでに検討してきた審
査手法と同じと考えられるからである。因みに、委員会は、 「公の秩序」に該当する保護法益
を明確に示していないが、本「見解」に付された個別意見で、安藤委員が「姓は、社会保障、
保険、免許、 --等の様々な目的における、その者の自己同一性を確認するための重要な社
会的及び法的機能を帯びる」131)と述べたことを参考にすれば、かかる「重要な社会的及び法的
機能」が、制限目的「公の秩序」の保護法益に該当すると考えられる。
VII　お　わ　り　に
以上、 4つの制限目的を持つ制限条項に関して、委員会の「見解」を中心に検討してきた。
本稿の目的は、権利の制限を容易にさせる可能性を持つ、不明確な制限目的を持つ制限条項
に対して、委員会が、個人通報審査において、どのような形式的及び実体的審査基準を用い
ているのかを明らかにすることであった。最初に、形式的な審査基準から整理しておこう。
まず、 4つの条項に共通するのが、制限目的適合審査であった。これは、当該権利を制限
127) Ibid, para. 2. 2.
128)尚、委員会は、本案審査において規約17条違反を認定した。 Ibid, para. 10.5.
129) Ibid., para. 6. 1.
130) See, supra, n. 117, Joseph Commentary, p. 379, para. 17. 15.
131) Comm. No. 453/1991, op. ci;ま, Appendix, Individual opinion by Mr. N. Ando (dissenting).
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することにより、保護法益が各制限条項の制限目的に合致するのかどうかを判断する審査で
あって、 13条第2文に関する委員会の審査は、ここで終了する。制限目的適合審査の次に行
われる審査は、規約12条3項に関しては、必要性のテストで、それに手段審査が続いたが、
規約19条3項に関しては、危険審査であり、それに手段審査が続いた。そして、必要性のテ
ストと危険審査は、共に当該権利に対して制限を課すことの正当性を審査するものであった。
一方、手段審査は、当該制限手段そのものの正当性を判断する審査であった。
次に、実体的な審査基準を整理しよう。まず制限目的適合審査において、委員会は、 13条
第2文に関しては厳格な審査基準で臨んでいると考えられるが、それ以外の制限条項に関し
ては、締約国が示す保護法益をそのまま認めた上で、その保護法益が、どの制限目的に該当
するかについての判断を事件毎に行うという、ほとんど機械的な作業に徹していた。実際、
当該制限手段の正当性を主張する締約国は、その保護法益として、自国の民主主義、議会手
続の保護等、規約に反しないであろうものを挙げていたため、それについて委員会が規約適
合審査を及ぼすのは困難な作業であろう.一方、規約19条3項に関して、制限を受ける表現
の内容が、反ユダヤ主義的発言に関する事件に限り、委員会は、保護法益を自身で「ユダヤ
共同体の恐怖からの保護」と明示し、積極的な保護法益の特定を行った0
12条3項における必要性の審査の実体的基準は、締約国の国内裁判所による判断に基づく
場合や、委員会自身の判断に基づく場合もあり、委員会は、定まった実体的な基準を提示し
きれていないようである。一方、 19条3項における危険審査の実体的基準は、表現内容が制
限を受ける場合、非常に厳格な審査基準であると同時に、締約国に対して、制限対象の表現
行為が保護法益に及ぼす危険(脅威)を具体的かつ正確に立証させようとする点で、非常に
厳しい審査基準として機能している。しかし、表現内容中立的な制限又は反ユダヤ的な表現
内容に対する制限の場合は、緩やかな審査基準へと変更されていた。
手段審査の実体的基準については、 12条3項では、 「一般的意見27」で均衡性の原則が導入
されて以降、この原則が用いられつつあることが確認される。一方、 19条3項においては、
表現内容に対する制限にはLRAの基準を満たすこと又は必要最小限度の制限であることが
要請され、表現内容中立的な制限には、保護法益とそれを保護するた釧こ課される制限手段
との厳格な均衡性が保たれていることが要請された。つまり、これは、 Ⅴで述べた規約違反
の推定に基づく審査である。規約12条に関する「一般的意見27」では、 IIIで紹介したように、
制限を受ける自由に対する「侵害性」が最も小さい手段が要請されているように、ここでも
19条3項で用いられたLRAの基準が準用されていることが窺える。しかし、本稿が検討した
12条3項の「見解」から、委員会は、規約違反の推定に基づく審査基準と評価し得る厳格な
実体的基準の導入には至っていないと思われる。その例証として、委員会は、 19条3項の審
査において、制限を受ける通報者に対して、なんらの立証責任も課していないのにもかかわ
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らず、 12条3項の審査においては、一定の立証責任を課していたことが挙げられよう132)し
かし、表現の自由の保護に対する手厚い審査基準も、委員会が、一旦その表現内容が反ユダ
ヤ主義的な表現であると認定すれば、差別的社会環境から恐怖を抱く人々の保護がより厚く
保障されるものへとなるのである。
以上が、本稿が明らかにした制限目的を持つ制限条項に対する委員会の審査基準の概要で
あるo IIで示した学説が主張するように、委員会は、制限目的を限定解釈する作業を制限目
的適合審査においてほとんど行っておらず、主にそれに続く審査基準において当該制限の規
約適合性を判断している。従って、委員会の審査基準は、締約国が規約に適合するいかなる
保護法益を主張したとしても、それにより、当該権利の制限が広範になされる可能性を打ち
消しているのであり、また形式的な審査基準を柔軟に制限条項毎に変更することで、制限さ
れる権利の性質に合わせた実体的な審査基準を形成している点で、評価すべきものであろう。
(完　2002年11月30日脱稿)
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づいて保障される権利に対する制限の正当性の立証責任は、国家にある」としている　The Siracusa Principles on
the Limitation and Derogation Provisions in the International Covenant on Civil and Political Rights, Hu桝αn
Rkh缶Quarterly, Vol. 7, 1985, p.4.その理由として、同原則のコメンタリーは、規約の実体条項に対する制限は例
外的に認められるものであって、その許容性は可能な限り限定的なものでなければならないからと述べている。 A.
Kiss, Commentary by the Rapporteur on the Limitation Provisions, ibid., p. 17.
